
仕 様 書 

 

１ 業務名 

  移住・定住促進業務 

 

２ 目的 

本業務は、自己実現のために本市へ移住を希望する方からの様々な移住相談に対し、

丁寧に対応できる体制を整えるとともに、移住に関する相談、空き家や働き口の情報な

ど様々な情報を提供し、移住希望者の不安解消に向けた側面サポートを行うことを目的

とする。 

なお、地域おこし協力隊と連携を図りながら、移住・定住促進への取組みを行うこと

とする。 

 

３ 業務期間 

  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 業務場所 

  前橋市役所（前橋市大手町二丁目１２－１）ほか 

 

５ 業務内容 

本市への移住者増加及び定住促進に資することを目的として次の業務を実施すること。 

（１）移住希望者からの相談対応に関すること（相談履歴及び移住者履歴の管理含む） 

（２）移住後のフォローに関すること 

（３）移住促進イベントへの参加・補助に関すること 

（４）移住に関する情報の発信・ＰＲに関すること（SNS 活用及びアカウント管理含む） 

（５）移住情報誌の制作支援に関すること 

（６）移住希望者への市内案内に関すること 

（７）オンライン移住相談会の開催（２回／月を最低限の開催頻度とする） 

（８）赤城山ミーティングの開催（３回／年程度の開催を目安とする） 

（９）移住者交流会に関すること 

（１０）その他移住・定住促進事業に関すること 

 

６ 業務報告 

毎月ごとに相談履歴等の活動報告を市の監督員へ提出すること。（任意書式） 

赤城山ミーティング及び移住者交流会の開催報告については、開催後２週間以内に簡

易的な報告書を市の監督員に提出すること。 

業務終了後、指定の報告書を市の監督員に提出し、業務の確認を受けること。 



なお、四半期毎に業務一部完了報告書を市の監督員に提出し、業務の確認を受けると

ともに業務の進捗状況を共有すること。 

また、業務遂行状況について、前橋市から状況報告を求められたときは、これに応じ

ること。 

 

７ 支払方法 

 (１) 契約金額の支払い 

   市の検査に合格した後、適切な請求に基づき、一括支払いとする。ただし、各回業

務報告時に相当金額を請求することができる。 

市は、受託業者から契約金の請求があったときは、適法な支払請求書の提出があっ

たその日から３０日以内に契約金額を支払うものとする。 

 (２) 経費 

原則として本業務にかかる経費は受注者負担とする。 

 

８ その他 

 ・受注者は、業務上知り得た事項については守秘義務を負うこと。 

 ・本仕様に記載されない事項については、発注者と協議の上、決定する。 

 ・受注者は、消費税及び地方消費税の免税事業者にあっては「免税事業者届出書」を前

橋市文化スポーツ観光部観光政策課へ提出すること。なお、これらの届出書の提出に

あたっては、それぞれ別紙の様式第１号又は様式第２号を利用することとし、課税期

間の記載については、契約締結予定日を含む事業年度（個人事業者の場合は１月１日

から１２月３１日まで）を記入すること。 

 ・契約保証金は免除とする。 

 

９ 担当部署 

  前橋市文化スポーツ観光部 観光政策課 スローシティ推進係 

電話番号：０２７－２５７－０６７５ 


